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　This　 research 　 was 　 conducted 　 to　 recognize 　the　 characteristics 　 of 　Chinese　 citizens
’domestic

economics
，
　to　study 　the 　reasons 　for　the 　big　change 　from 　l987　to　l989，　and 　furthemore 　to　analyze

the　 recent 　economic 　 tendency　of 　Chinese　citlzens’household 　according 　 to　 the　 Chinese　Annual
Report　on 　Family　Income　and 　Expenditure　Survey．　 In　China，　a　general 　economic 　renovation 　was

in　force　from　1984　mainly 　in　the　cities，　and 　it　brought　about 　signi甑cant 　change 　in　all　areas ．　 In　1988
the　inflation　of 　currerlcy 　and 　the 　tendency　to　seek 　out 　durable　consumer 　goods 　were 　recognized ．

　As　a　conclusion ，　it　has　become　clear 　that　the　in且uence 　of　the　principles　of　the　market 　economy

has　had　great　impact　on 　the 　domestic　economlcs 　of 　China　between　1987　and 　1989．
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　 1．　 は じめ に

　中華人民共和国 （People
’
s　 Republic　 of 　China， 以

下 中国 と記す）に お け る家計調査 は，1980年代 に 入

っ て 5，057名 の 既婚女性 を対象 に した 五 大都市家庭調

査 中 で
一

部行 わ れ，80年代 後半 以降 は，国家統 計局

に よる抽出調査が 各年度 の 『中国統 計年鑑』 （中国統

計 出版社）や 『中国城鎮居 民家庭収 支調査 資料』（中

国統計出版社 ）に 見 られ る．経済改革の 進展に と もな

っ て マ ク ロ 的 に 収 入 や 消 費の 動 向 を 扱 っ た 研 究は，呉

紹 中， 林玳玳 ， 易然 『中国消 費研 究」 （上海社会科学

院出版社 ，1990）や 林 白鵬 「都市職員労働者家庭 の 家

庭 収 入 水 準分 析」 （『山東大学学報』 1991）な ど に 見 ら

れるが，家庭経済学研 究にお い ては ， まだ着手 され た

ば か りの 段階で ある．管見 の 限 りで は，わ ずか に 樊綱

「家計貯 蓄の変化一都市家計貯蓄の 増加要因一」（『中

国の 経済体制改革　 その 成果 と課題亅所収）が ある に

過 ぎな い ．日本 人 に よ る 研究は，こ れ まで 家政学領域

でも為 されて い な い ．本稿 で は，家庭経済学 の 視点 で，

中国の 市民
＊

家庭の 経済状 況 を家計 レ ベ ル か ら ミ ク ロ

的 に 考察 し， 新 しい 分野 を切 り開 く試 み と した い ．

　中国 の 経済改革 は，1978年 12 月 の 中国共産党第 十

一期第 三 回 中央委員会全体会議 （略 称 十 一
期 三 中全

（271）

曝

本 稿 で は ， 原 文 の 「城 鎮 居民」 を 「市民」 と し た．中

　国の 市街居住地 域 の 規模 は，城市 （北京，上海，天 津

　等 の 直轄市 と省庁所在地等 の 大都 市），城 鎮 （中，小

　都市），県城 （町 ）の 3 つ に 分 け ら れ て い る．
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会 ）で 決定さ れ ，科 学技術，工 業，軍事， 経済の 「四

つ の 現代化」が そ れ 以後推進 され る こ とに な っ た．81

年 か ら 83年 の 三 年間は ， 主 と して 農村 の 改 革が 行わ

れ ，84 年か らは，重点 を都 市に移 し，88 年 まで の 五

年間 は 経済発展 を遂 げ た．特 に 88年 に は，通貨 の 異

常 な膨張 と 消費行動に 買 い あ さ り傾 向が 見 ら れ ， そ れ

らを修 正 する意味で も89 年か ら 「整備 ・整頓 （経済環

境の 整備 ・経済秩序 の 整頓）」が 始ま っ た，前者 は 総 需

要の 圧縮に よるイン フ レ の 鎮静化 ， 後者は 流通分野 に

お け る 混 乱 の 収拾 の こ と で ，91 年に 三年間 の 終結 が

宣言 され た．

　こ の 十年間，特 に 87年か ら 89年 の 三 年 間 に は ，従

来の い わ ゆ る社会 主義経済 に お け る 計画経済，物価安

定な どの 原則か ら大 きくはずれ た現象が 見られる （図

li） と 図 22）参 照 ）．その 三 年 間 に お け る顕著 な特徴 を

探 り，さらに そ れ らの 原 因を明 らか に する こ と に よ っ

て，最近 の 中国市民生活 に お ける経済状 況 を分析する．

な お 日 本 と中国 の 間 に は ， 次 の ような相 違点 が見 られ

る．

　第
一

に ， 中国の 家計調査は 世帯を単位 とせ ず，個 人
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図 1． 最近 の 中国 に お け る小売物価総指数 の 推移 ・
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　　　図 2。 全国小売物価総指数の 推移
2）

　　　文 献 2＞，p．234 に よ る．
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表 L 　日本の 総務庁 「家計調査収 支項 目分 類 」

総 務 庁 「家 計 調 査 年 報 亅に よ る．

に 基づ い て い る．第二 に，収 入 及 び 支 出項 目の 立て方

が ，両 家計調査 に お い て 異 な っ て い る部分 が 多い ．そ

の ため 日本 と中国の 家計構造 を簡単に 比 較す る こ とは

で きな い ．第三 に，社会主義制度下 の 中国と，資本主

義制度下 の 日本 で の 基 本的生活条件，例 え ば 住居調達

の 仕組 み の 相 違 か ら出て くる問題 で ， 中国 で は，国家

また は 集団企業体が，原則 と して 住居を配分す る．そ

の た め，日本 と は 比較で きな い ほ ど低 い 住居 費と な っ

て い る．住居費は家賃 として，生活費支出の うちの 非

商品支出の な か に 入 っ て い る （詳細 は 表 1 と 表 23》 を

参照 の こ と）．

（272）

　2．研 究方法

　中国国家統計局都市社会経済調査班編 の 「中国城鎮

居民家計収 支調査 資料』（中国統計出版社 ） と r中国

統 計摘要』（中国統 計 出版 社）の 各 1987年 版 〜1990

年版 を資料 と して ， 分析 ・考察 を試 み る．

　こ の 中国城鎮居民家計収支調査 は全 国規模で行 わ れ，

87 年は 32．855 戸 ，88年 は 34，945戸，89 年は 35，235
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表 2 ． 中国の 家計 調査収支項 目分類
31

戸 の 市民家庭 に 対す る抽 出調査 に 基づ い て い る．

　3． 結果と考察

　（1） 全体 か らみ た 収 入 及 び 支 出状況

　年間
一

人 当 た 1〕の 実収 入は，80 年代 に 入 る と 比較

的大 きな幅 で 増加 し続けて い る （図 33｝− 6）
参照）．81

年 の 458元 が 90年 に は 1，387元 に な り， その 間 3倍

以上 増加 して い る．そ れ に と もな い 消費支出 の 方 も

81年 に は 457 元 で あ っ た もの が，89 年に は約 2．7 倍

の 1，211 元 に増加 して い る．

　1）　 一
人当た り平均実収入 の 内訳

　図 47）は，平均 給与収入 と給 与 以外 の 収 入 の 割合 を

示 して い る．87 年 の 平均給 与収 入 は約 74．4％ で あ る

が ，89年に は約 67．3％に なっ て い る．

　給与以外 の 収 入 と は，職場 か ら得 られ る固定給以外

の 収入，退職者収 入 （退職 者 の ア ル バ イ ト収 入），貯

蓄 の 利息，家賃収 入，贈 与収 入 ， 財 産売却所 得 な ど で

あ る．給 与以外 の 収 入 は ， 87年に は 25．6％で あっ た

もの が ，89年に は 32．7％ と約 7．1％の 増加 を示 して

元
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図 5． 給与以外 の 収入 が 収 入 総額に 占め る割合 の

　 　　 推移
s，

い る．そ の増加状況は ， 図 5s，の折れ線 グ ラ フ の 「都

市家計所得に 占め る 給与以外の収入割合の推移」 を見

る こ と に よ っ て 明 ら か で あ る．

　 2）　 給与額 の 内訳

　表 3nに よる と，日本 の 基本給 プ ラス 職 務給 に 当 た

る 「時間給」が 10年間 で 20．9％ も減少 し， そ れ に 代

わ っ て 出来高給や各種奨励金，各種 手当が大幅に増加

して い る．以 上 の こ とか ら収 入構造が こ の 十 年来多様

化 し， 「時間給」 中心 の 体 系か ら 「時間給」以外 の 収

入 割合 の 増加 に変化 して きて い るこ と が わ か る．

　 3）　 市民家庭 に おけ る
一

人当 た り平均消費支出 の 内

　　　訳 の変化

　全 消 費支 出 に 占め る食料 費割合 は，87年 に は 約

53．5％で ， 翌 88年は 51．4％に な り 2％以上減少 した．

しか し 89年に は 54．5％に再び 増加 して い る．同じよ

うな現象が わずか で は あるが ，その 他の 商品支 出や 商

品以外 の 支 出に も見 られ る．商品以外 の 支出増 に つ い

ては，学費 ・雑費の 急増，医療保健 費 （特に健康管理

費）の 増加，水道 ・電気 ・ガ ス 代，保育費，郵便電報

1987年

1988年

図 例

△ 錨 品

心 烈 品

企 日用 品

合 文化 驟 膃

＆ そ の 他の 商品

心 臨 胴 皈 出

　　 （光 熟 黄 ・冢 賃、交 通 黄

　 　 保 育 ・教 育 貝 な ど ）

1989年

図 6， 一
人当た り平均消費支 出の 内訳

7）

代 ， 修理 代 もすべ て 87年 よ り 10％増加 して い る．逆

に，日用 贔支 出 （こ の 中 に 耐久消費財購 入費 が 含 まれ

て い ると考 え られ る）は，87 年 に 約 11．4％ で あ っ た

もの が
， 88 年 に は 13。5％ と 増加 した．実数 で見 る と

88年に は ， 市民家庭
一

人 当た り平均 日用 品購入 支 出

は 148．6 元 で，前年 よ り 47．7％増加，価格上昇分 を

差 し引 く と ， 実質 増加 30．8％で あ る．同 じよ うな現

象が被服費及 び教養 ・娯楽用品購入 支 出に も見 られ る

（図 67）参照）．

　 4） 1985年 を 100 とした 各項 目別 消費支 出 の 変 化

　　 　状 況

　88年 に は ，医療 費，日用 品 ， 教養 ・娯楽 用 品 ， 燃料

表 3． 全国国営職貝労働者 の 給与総額 の 内 訳 （単 位 ；％ ）

1980年 1985年 1986年 1987年 1988年 1989年 1990年

給 与 総 額 100．0100 ．0100 ，0100 ．0100 ．0100 ．0100 ．0

時　 間　 給 69．8 57．2 56．3 54．3 49．0 47．4 48．9

出 来 高 給 3．2 9．5 8．7 9．2 9．4 9．2 8．9

各 種 奨 励 金 9，1 12．4 12．8 14．7 17．2 17．6 16，9

各 種 手 当 13．1 18．5 18．8 18．9 2L4 23．1 2L8

時 間 外 手 当 1，6 1．6 1．8 1．9 1．9 1．7 L6

そ　 の 　 他 22 0．8 1．6 1．O 1．1 1．0 1，8

文 献 2）p．125 に よ る．1985−1989年 の 時 間給 とは
， 基 本 給 プ ラ ス 職 務 給 の こ とで あ る．
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等購入 の た め の 消 費支 出の 名 目上 の 増加が 著 し く見 ら

れ ， それ ぞれ実質消費支出の 対 85 年比で も増加 して

い る．こ れ ち 88 年の 異常な増加 は，通 貨膨張 と市場

商 品 の 供給 が 不均衡 で あ っ た た め ， 商品価格 が 頻繁に

上昇 し，また
一

方 で ， 価値保 持力の よ り強 い 日 用品

（耐 久消費財）を買 い 込 む 状況 が 生 じ た た め で ある．

　
一

方 ， 食料費に 関 して は ， 名 目食料 費支 出 は ， 88
年 も増加 して い る に もか か わ らず，実質消費支 出 で は ，

85 年 次 と 比 較 し て も，
マ イナ ス に 落 ち込 ん で い る

（図 77）参照 ）．他 方，図 1 に よ る と 87年か ら 88年に

か け て，対前年比 の 小売物価指数が か っ て な い 上昇率

を示 して い る．さ ら に 図 2 で 80年代 の 小 売物価総 指

数の推移 を見る と ， 84 年か ら上昇 し始め ， 特 に 87 年

か ら 89年 の 間は，急激 に 上昇 を示 して い る．した が

っ て，食料費 の 名 目支出 が 増加 して い る に もか か わ ら

ず，実質消費支 出指数 が 下 が っ て い る の は，物価 の 異

常な上昇 に よる もの と思 わ れ る．

　   　耐久消費財 の 保有量及 び価格変動

　1）　耐久消費財の保有量

　表 42｝9）は ， 各種 耐久消費財 の 都 市 ・農村別百戸当た

り平均 耐久 消費財保有量 を示 したもの で あ る．自転車 ，

洗濯機 ， カ メ ラ， テ
ー

プ レ コ ーダーの保有量は次 第に

増加 して い る．特に都市に おけ る洗濯機 の 保有量 は ，

83 年か ら 88 年の 五年間に 急増 し， 約 2．5倍 に 上昇 し

た．同様に テープ レ コ
ー

ダーに つ い て も， こ の 間 に，

都 市では約 2．4倍 の 保有量 に な っ た （逆に都市の ラ ジ

オ に 関 して は，急激 に 減少 して い る）．85年か ら 88年

の 三 年 間 に ， 扇風機 は 1．6 倍，電気冷蔵庫 は 4．3倍 ，

カ ラ
ー

テ レ ビ は 2．6倍，カ メ ラは 1．9倍 とな っ て い る．

カ ラーテ レ ビ 保有世帯数 の 増加 に 対して，ラ ジ オ と 白

黒 テ レ ビ の 保有量 が 減少 して い る．

　2）　耐久 消費財 の 小売価格変動

　図 81°）11〕
は ，各種消費財 の 小売価格変動 を示 し た も

の で あ る．1980年 を 100 とす る と，テ レ ビ の 二 度 に
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　　　 図 8． 各種消費財小売価格 の 変動
m

テ レ ビの 小売価格 に つ い て は ， 白黒 と カ ラー
を区別 した 統

計が 見つ か らな い ．ま た 食料 と訳されて い た もの を 穀類 と

訂正 した，
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表 4． 都 市
・
農村別 10  戸あ た り平均耐久消費財保有量

　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 （上 段 は 都 市，下 段 は農 村〉

文 献 2）p．287，303 及 び文献 9）p ，728に よ る．

わ た る 小売価格 の 上昇 が 突出 して い る （原資料 の 『中

国統計年鑑亅で は 白黒 テ レ ビ と カ ラ
ー

テ レ ビ の 区別を

し て い な い ）．第 1 回 目 は 84年 か ら 85 年，第 2 回 目

は 87 年か ら 88年に か けて の 上昇 で ある．ラ ジ オ と砂

糖 を除 い て ，そ の 他 はすべ て 84 年 か ら 85 年，87 年

か ら 88 年 の 二 回 に 小売価格 が 大 き く上昇 して い る．

　 こ の 二 つ の 期 間 に お い て ， 激 しい 小売価格 の 上昇 が

生 じ た 基本 的原因 をマ ク ロ 的 に 見る と，中国国内の 供

給能力に 対して ， そ れ以上の 需要が 生 じ， 物価を高騰

させ た の で ある．しか し，物価の 高騰に もか か わ らず，

市民 の 消 費支出 の 増大 が 見 ら れ る （図 7参照 ）．こ の

現象は，貨幣所得 の 増大 と貯蓄額 の マ イナ ス 成長率 に

よ っ て 説明 で きる．っ ま り，収 入 の 増加 ， 預 金の 引 き

出し ， さ ま ざ ま な借入 金
料

に よ っ て ， 過剰購買力 を

榊
『中国城鎮居 民家庭 収 支 調 査 資料 』 に よ る と，一人 当

　 た り年平 均借 入 金 は，1987年 は 38．40元，88年 は

　 54．05 元，89年 は 43．82 元 で あ る，ま た，89 年 の
一

　 人 当 た り年 平 均 貯 蓄 額 は 前 年 比 24．4％ 増 加 ，引 き 出

　 し金 は 6．4％下 降 した．そ の 主 要 な 原 因は ， 将 来 の 収

　 入 に 対 す る不安感 ， 及 び政府の 経済施策の 再調整 （即

　 ち経 済 の 「整 備 ・整 頓」政 策 ） に よ る勤 勉 倹 約 の よび

　 か け，市 場安定 の た め の 預 貯 金利率の 引 上 げ で ある．
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図 9． 都 市家計 貨幣所得 の 成長率 （Y ） と年 間貯 蓄

　　　 成長率 （S）の 推移
12）

成長率 は デ フ レ
ートされ て い な い 名 目値 と な っ て い る．

6

形成 し， 耐久消 費財 の 買 い 急 ぎを生起 した と い え る

（図 912）参照 ）．

　他方，工 業生産量 の うち ， テ レ ビ ， 洗濯機 ， 電気冷

蔵庫な ど の 耐久消費財 は，急激 に 伸び て い る （表 5z｝

参照）．しか し， 小 売価格 の 急激な上昇 が 見 られ るの

は ， それ以上 の 需要 が
一

挙 に 生 じた た め と考 えられ る．
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表 5． 主な耐 久消費財 の 生産量

（単位 ：万 台）

文 献 2）pp．422〜424 に よ る．

表 6， 1988年の 階層別，都市家庭 の 百 戸 当 た り平均 主要耐久消 費財保有量
13 ｝

　　 　　　 　　 　　 　　 　　　 　　 　　 　　　 　　 　　 　　 　　　 （単位 1 台 ）

最　低

収入 戸

　 低

収 入 戸
中の 下 中の 中 中の 上

　高
収入 戸

最　高

収 入 戸

自 転 車 154．5170 ．5177 ．3180 ．0185 ．0185 ．0180 ．8

ミ シ ン 67．8 70．5 70．9 70．9 70．8 70．5 73．4

洗 濯 機 52，4 65．1 69．9 77．2 79．9 79．9 82．9

ラ ジ オ 44．8 44．1 48．5 46．8 49．1 52．1 56．8
カ ラ

ー
テ レ ビ 22．1 30．2 36．7 43．8 51．3 57．3 66，3

　3）　 階層別 耐久消費財保有量

　88年の 階層別 ， 都市家庭の 百 戸当た り平均主要耐

久消費財 の 保有量を示 した もの が ， 表 6iS｝で あ る．自

転車以外の 耐久消費財 の 保有量が 最 も多い の は ，最高

収 入戸 で ， こ こ で は ， 収 入 と各保有量が正比例 の 関係

にな っ て い る。特 に 顕著 な差 が見 られるの は ， 電気洗

濯機 と カ ラーテ レ ビ で あ る．

　4．結　　び

　 1984年 か ら 始 ま っ た 経 済改革 以来，家庭経 済 に 大

きな影響 をもた らした 「経済過熱」 の 主要 な原 因は ，

第
一

に 消 費財，特 に 耐久消費財 に 対す る需要 の 急激 な

伸 び ， 第二 に 収入 の 増大及 び 収 入 の 多様化 で あ る と考

えられ る．マ ク ロ 的視 点 で と ら え る と ， 経済改革の 結

果 ， 市場が そ れ ま で に な く活 況 を呈 する よ うに な り，

家庭経済 に もその 影響 が 及ぶ ように な っ た ．それ に 対

して ， 収入 の 増大も， 新 しい 賃金制度の 導入 に よ り急

激 に促進 され た．例 え ば ， 84年 12 月に は ， 全国職 員

労働者の 賃金総額は 前年同 月比 75．4％増，88年 に は

85年 同月比 59．8％増 と急激 な伸 び を示 して い る．さ

らに ， 実収 入 は つ ね に 平均支出 を上 まわ O （図 3参照），

それ に 加 え て ， 貯蓄 の 取 り崩 し と借 入金 の 増大 に よ っ

て ， 名 目所得 も増大 し tt　14 ）．した が っ て ，

一
般市民 の

購買力 が 拡大 さ れ，大 きな需要 を生 ん だ．しか もか つ

て な い 商品市場 の 活発化 と結合 して 相乗作用 を引 き起

こ し，い わゆ る 「経済 の 過熱」 とな っ た 15）．その ため ，

89年 に ， 政府 に よ る通貨膨 張 の 引 き締 め と市場 の 混

乱 の 収拾 を目的 とした 経済の 「整備 ・整 頓」政策が 実

施 さ れ ， そ れ に よ っ て ， 「過 熱」し て い た 家計に お け

る 消 費財支出 の 伸 び 幅 もせ ば ま っ た の で あ る．
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　 ミ クロ 的 に は
， 依 然 と して 全消費支出 に 占 め る食料

費の割合が 高 く，

一
方 ， 家賃 ， 光熱費 ， 交通 費，医療

保健費などの 非商品支出の割合が 低 い ．また ， 非消費

支出 と して の 所得税や 各種税金の 平均総額 を89 年で

見ると， 最高収入戸 （日本 の 第五 分 位収 入 階層）で さ

え，年 間
一

人当 た り 3．35 元 （最高収入 戸 の 平均
一

人

当 た り消費支出 は 2，001．07 元）， 中等収 入戸 （日本の

第三 分位収 入 階 層〉で は 0．83元 （平均
一

人 当 た り消

費支出 は 1，193．82 元） と低率に な っ て い る
16 ）．

　 また医療 費に関 して も，公的組織の従業貝は ， 公的

サ
ー

ビ ス が 享受で きるた め，個人 負担をする 必要が な

い ．しか し， 最近増加 の 傾 向 に あ る 個人業主や 非公 的

組織の従業貝は，それ らの サ
ー

ビ ス が受け られな い ．

　以上 の 分析か ら，こ の 三年間 に お け る ， 中国 の 家庭

経済 に 対す る，市場経 済原理 の 影響が 大きい
， と結論

づ け るこ とが できる．．

　本稿で は ， 87年か ら 89 年 に お い て 中国 の 家庭 経 済

に 市場経済 原理 の 影響 が 顕著 に 見 られ る こ とを明 らか

に し た が ， そ の 後 ， 92年 11 月 に 開 か れ た 第十 四回中

国共産党全国代表大会は ， 「社会 主義市場経済」を国

の 経済政策 とする こ とを決定 し， 発表 した．

　家庭経済 に 視点を置い て，中国経済に お け る構造的

変化 を追跡 し，考察 を加 え て い くこ とが ，今 後の 課題

で あ る．

　なお，本研 究の
一

部は ，   日 本家政 学会第 44 回大

会で 発表 した．
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